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A-25 14日を超えて就労した試用期間中の者の本採用拒否には解雇予告制度の適用がある。 
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※下記の内容は、2016年 10月 1日現在施行されている法律に基づいています。 

1. 労働基準法における解雇予告規定 

 労働基準法 20条 1項は、「使用者は、労働者を解雇しようとする場合においては、少なくとも 30 日

前にその予告をしなければならない。30 日前に予告をしない使用者は、30 日分以上の平均賃金を支払わ

なければならない。ただし、天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合

又は労働者の責に帰すべき事由に基いて解雇する場合においては、この限りでない」と定めている。 

 そして、同法 21条は、「前条の規定は、左の各号の一に該当する労働者については適用しない。但し、

（中略）第 4 号に該当する者が 14 日を超えて引き続き使用されるに至った場合においては、この限りで

ない。…4 試みの使用期間中の者」と定めている。 

 

2. 試用期間と解雇の関係 

 別の設問で説明したとおり、試用期間といえども雇用契約の効力はすでに発生しているから、試用

期間満了時に解約権を行使して本採用を拒否することは、雇い入れ後の解雇に当たる。 

 この点、最高裁判所は、「試用契約の性質をどう判断するかについては、就業規則の規定の文言のみな

らず、当該企業内において試用契約の下に雇傭(こよう)された者に対する処遇の実情、特に本採用との関

係における取扱についての事実上の慣行のいかんをも重視すべきものである」とした上、「大学卒業の新

規採用者を試用期間終了後に本採用しなかった事例はかつてなく、雇入れについて別段契約書の作成をす

ることもなく、ただ、本採用に当たり当人の氏名、職名、配属部署を記載した辞令を交付するにとどめて

いた」という慣行が認められる事案において、試用期間中の雇用契約は、使用者の解約権が留保され

た雇用契約であり、本採用拒否は留保解約権の行使、すなわち雇い入れ後における解雇に当たると判

示している（三菱樹脂事件 最高裁大法廷 昭 48.12.12 判決）。 

 したがって、使用者が本採用を拒否する場合、それは解雇に当たるから、仮に 3カ月の試用期間を

設けている企業で、本採用を拒否する旨の意思表示が社員に到達した日が、その社員が入社後 14日

を超えている場合には、労働基準法 20条 1項但し書きに定める場合に該当しない限り、解雇予告制

度の適用がある。 

 なお、行政通達においては、「日々雇い入れられる者」を期限付きもしくは無期限の一般労働者と

して雇用したときは、当該契約の切り替え後 2週間以内の試用期間内に解雇しようとする場合であっ

ても、契約更新に伴って、明らかに作業内容が切り替えられた等客観的に試の使用期間と認められる

場合でない限り、解雇予告を必要とするとされている（昭 27.4.22 基収 1239）。このため、ここにい

う「14日」については、契約の形態にかかわらず実態に照らして判断されることになる。 

 

 

詳細は会員コーナーで閲覧してください。 


